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要旨  

行政では現在、戦略の策定は一般化している。その一方で、戦略の実行プロ

セスには課題も多い。本稿では、戦略の実行プロセスをより機能させる観点か

ら、短期的に効果をあげることができる管理会計手法等の方法論について、目

次的な整理を行うこととしたい。各々の行政組織においては、自らの状況に適

合させるべく、様々な方法論を組み合わせ、戦略レベルと業務レベルのそれぞ

れの目標を連鎖させつつ、整合的にまとめていくことが望まれる。これによ

り、業務改革を結び付け、働き方改革に対応していくことも可能になる。

キーワード：管理会計、目標達成活動、管理会計手法、方法論、戦略の策定、

戦略の実行、戦略と業務、戦略的計画、マネジメントコントロール、オペ

レーショナルコントロール、プランニング、コントロール、組織階層、要

素還元的アプローチ、全体論的アプローチ、働き方改革、目標の連鎖、中

期計画、ロジック分析、戦略マップ、予算管理、責任会計、ABM、原価
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１  目標達成活動と本稿の目的  

 昨今、行政では戦略という用語が多用され、一般化している。例えば、経済

財政諮問会議の成長戦略や地方公営企業の経営戦略などである。用語は異なる

ものの、独立行政法人の中期計画などもこれに含まれよう。  

しかしながら、戦略は実行されなければ意味はない。この観点から見れば、

文章としての戦略が策定され、目標となる数字は定められているものの、目標

値を実現するための方法論が示されていない戦略は、実のところ数多い 3。こ

のため、行政でも戦略の策定が一般化した今日では、目標を達成するために必

要となる活動を考えていくことが求められている。本稿では、これにすぐ役立

つ方法論、即ち、短期的に効果をあげることのできる管理会計手法等 4を目標

達成活動と名付け、順次述べていく。  

目標達成活動に属する管理会計手法等については、これらを別々に理解し、

それぞれに個々の手法の適用を検討することは必ずしも適当ではない。手法群

の全体を理解した上で、行政機関それぞれに置かれた環境を踏まえ、必要に応

じて手法群を組み合わせて活用していく必要があると考える。  

行政全体では戦略は無数にある。それぞれに戦略の実現に適した目標達成活

動を考えてもらう必要がある。戦略の数がそもそも多いので、関係者も多数に

上り、道は遠いかもしれない。しかし、目標達成活動を考えていかなければ、

無数の戦略が絵に描いた餅のまま、神棚に上げられたままになってしまうので

ある。そうならないように、策定された戦略をいかに実行せしめるか。戦略の

実行プロセスをいかに機能するようにするか。そのためにすぐに必要となる、

短期的に効果をあげることのできる管理会計手法等について、行政実務家の用

に耐えうるような目次的な整理を行うこと、これが本稿の主な目的である。  

また、昨今では働き方改革が提唱されており、その一環として、現場のマネ

                                                      
3 個別名の言及は控える。  
4 後述するように、オペレーションマネジメントに属する手法の一部は過去、必ずしも管
理会計手法とは認識されていないものも含まれるので、等と表現した。ただし、管理会
計に属するか否かは行政実務上それほどの意味はない。  
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ジメント 5に関する様々な業務改革の必要性も指摘されている。業務改革はそ

れのみで考えられることも多いが、戦略の策定や実行にいかに関連付けるかと

いうことも重要な論点となる。業務改革は戦略とつなげて考えることにより、

その大胆な整理も可能となり、その意味するところが大きく変わるからである。

業務改革を戦略とつなげること、これが本稿の副次的な目的である。  

なお、本稿のこれらの目的から、引用文献についても行政実務家が参照し易

く、煩瑣にならない程度のものとしている。このため、本稿は端的にまとめて

いるので、要すれば引用文献から文献を遡られたい。  

 

２  整理に当たっての基本的な考え方  

 数ある管理会計手法等については、これらをどのように理解するかが 1 つの

問題となる。そこで、まず、思考方法として方法論が重要であるとともに、そ

の整理もまた重要であることを述べる。その上で、整理の方法として、管理会

計論で一般的な戦略的計画、マネジメントコントロール、オペレーショナルコ

ントロールの枠組みを用いて目標達成活動の整理を行いたい旨言及する。そし

て、プランニングとコントロールなどについて述べた上で、合理性を強調する

管理会計手法等では、価値観のような規範的なものが重要となることを述べる。

最後に、管理会計論の体系的理解に向けた筆者の考え方を言及する。  

なお、若干先走るが、理解のために整理の基本的な考え方のイメージを 3 次

元の図にまとめれば、図 1 の通りとなる。一番左に、戦略の策定及び戦略的計

画、マネジメントコントロール、オペレーショナルコントロールの 3 分類があ

り、その右に、プランニングとコントロールがその比重とともに表現され、そ

の右に、要素還元的アプローチがあり、その右に、要素が統合された全体論的

（holistic）アプローチがある。これらのアプローチはいずれも合理性を強調す

るものであるが、現実の行政実務では価値観のような規範の役割も無視し得な

いことから、右下の斜め矢印により 3 次元で規範性を表現している。  

                                                      
5 後述するオペレーショナルマネジメントと重なり合うところが多い。  
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図１  整理に当たっての基本的な考え方  

 
（出典）筆者作成。  

 

（１）  方法論とその整理の重要性  

 今日、管理会計論は様々な方法論の集合体の様子を呈している。本稿でいう

目標達成活動も、様々な方法論である管理会計手法等の集合体である。方法論

を意識することのメリットは、注力すべきポイントが明確に意識できるように

なることにある。組織運営では「選択と集中」が重要といわれるが、実行の際

のポイントがはっきり分かるようになるのである。  

 その一方で、雑多な方法論が散らかった状態にある場合には、方法論の全体

像を理解することが困難になってしまう。従って、方法論が重要であるが故に、

それらを理解し使えるものとするためには、散らかってしまっている方法論の

整理が求められる。整理されたものでなければ頭に入ってこないからである。

方法論は整理を伴うことにより、実務での活用がより容易となると考える。  

 

（２）戦略の策定及び戦略的計画、マネジメントコントロール、オペレーショナ

ルコントロール  

 目標達成活動の整理を試みる本稿は、戦略の策定そのものよりも、策定され

た戦略をいかに実行せしめるのかという点に検討の中心がある。そこで、戦略
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の実行プロセスを詳述する観点から、アンソニーが指摘した、戦略的計画、マ

ネジメントコントロール、オペレーショナルコントロールの 3 類型（櫻井 , 2015, 

pp.578-581）を整理のベースとしたい。戦略から業務細部の実行までの一連の

方法論を並べ易く、その中で戦略の実行に焦点を当て易いからである。その上

で、戦略の策定を戦略的計画に加えた分類を用いることとしたい 6。  

まず、戦略の策定及び戦略的計画（Strategic Planning）である。これは、戦

略そのものの策定と、戦略的計画に区分される、組織の目的、目的の変更、目

的達成に用いられる資源、および資源の取得・利用・処分に際して準拠すべき

方針を決定するプロセスのことをいう。中長期経営計画はこの分類に含まれる。 

 次に、マネジメントコントロール（Management Control）である。これは、

組織目的の達成のために、資源を効果的かつ効率的に取得・利用することを経

営者が確保するプロセスのことをいう。予算管理は典型的なマネジメントコン

トロールのツールとされる。  

そして、オペレーショナルコントロール（Operational Control）である。こ

れは、特定の業務が効果的かつ能率的に遂行されることを確保するプロセスの

ことをいう。生産管理は典型的なオペレーショナルコントロールとされる。  

 なお、オペレーショナルコントロールについては、これをタスク（ task, 課業） 

コントロールとする意見もある。しかし、筆者は、行政実務では課業よりも広

い意味で用いられるプロセスや活動のコントロールの方が重要であり、これら

に焦点を当てる観点からオペレーショナルコントロールが適当であると考える。 

 

（３）プランニングとコントロール  

 次に、基本的な考え方として重要となる、プランニングとコントロールにつ

いて、櫻井（2015, p.8）に基づきつつ述べる。プランニング（Planning：計画

設定）とは、目的を達成するためにとられるべき一連の行動を意識的に決定す

ることをいう。そこでは、個々の独立の事項について行われるプロジェクト計

                                                      
6 戦略マップの登場により、管理会計が戦略の策定に関係付けられてきているからである
（櫻井 ,  2014, p.28）。  
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画と、年度予算のような期間計画とが存在する。  

 コントロール（Control：統制）とは、計画に従って行われた経営活動を監視

していくことである。編成された年度予算を実績と対比させて予算差異分析を

行うことはコントロールに属する。現実的には、期間計画と統制とは切り離し

得ないことが多いので、両者をあわせてマネジメントコントロールという。  

 一般的に、プランニングとコントロールの両者が求められる。しかし、行政

ではプランニングに関心が集中しがちであり、コントロールは忘れられ易い。

コントロールのプロセスがなければ、片落ちであることは論を待たない。  

また、先述の戦略の策定及び戦略的計画、マネジメントコントロール、オペ

レーショナルコントロールのそれぞれにおいて、プランニングとコントロール

の比重は異なる。図 1 ではこれらについても表現している。  

 

（４）要素還元的アプローチと全体論的アプローチ  

管理会計論における 1 つの傾向として、要素還元への志向が指摘できる。複

雑な現実の中で手法論を定式化していく過程で、どうしても要素還元を繰り返

す傾向があるからである。  

しかし、その一方で、複雑な現実を理解しマネジメントしていく過程では、

要素を統合し holistic な観点から考える全体論的なアプローチも重要となる。

この過程がなければ、複雑な現実はひたすらバラバラになっていくだけとなり、

マネジメントの道具に足りえなくなるからである。  

例えば、後述する TPS（Toyota Production System：トヨタ生産方式）は一

見、非常に複雑に見える。様々な要素が存在し、複雑に絡み合っているように

見える。しかし、現実には、分解された様々な要素が 1 つのシステムにまとめ

られており、様々な方法論が統合されて 1 つの方法論になっている。  

このように、管理会計手法等の方法論を考えるに当たっては、両者の観点を

意識する必要がある。2 つの方向性のスイッチを意識的に切り替える必要があ

るのである。これについても図 1 で表現しているので、参照されたい。  
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（５）合理性と規範性  

定式化された方法論の集合体である管理会計論においては、どうしても合理

性が強調されることとなる。しかし、現実には、管理会計は人間が運用するも

のであることから、職員等の価値観や主観といった人間関係論的な規範性も重

要な意味をもつこととなる 7。  

従って、管理会計手法等の実際の運用に当たっては、このような規範性への

配慮も重要となる。この点は、樫谷他（2016）でも大西（2010）でも強調して

きた。図 1 では、これらについても 3 次元で表現している。  

 

（６）管理会計論の体系的理解に向けて  

 本稿では、いくつかの管理会計手法等について、戦略の実行にすぐに役立つ、

短期的に効果があがるものについて、目標達成活動としてまとめている。これ

らが従来から指摘されている管理会計の体系論との関係でどのように考えれば

よいのか、ここで整理しておくこととしたい。  

管理会計の体系論については、1 つには先述の戦略的計画、マネジメントコ

ントロール、オペレーショナルコントロールという体系がいわれている。管理

会計手法等の一部をまとめた目標達成活動はこの体系論の部分集合となる 8。  

また、わが国では、意思決定会計と業績管理会計に区分する管理会計体系論

をとる研究者も多い。管理会計体系論に関して筆者は、わが国行政が置かれた

状況を前提に、当面、どのような体系論で考えればよいかが重要であると考え

る。行政管理会計における筆者の暫定的な立場は、このような目的論的な考え

方から、意思決定会計と業績管理会計という区分が望ましいとするものである。 

その理由を説明する。わが国行政は今後、巨額に上る債務の下で長期間にわ

たる財政制約を前提にせざるを得ない。しかも、人口減少という更なる制約条

                                                      
7 米国経営学では組織構造を強調する合理的な管理イデオロギーと人間関係を強調する規
範的な管理イデオロギーが交互に出現している（大西 ,2009,p.1）。   
8 戦略の策定を戦略的計画に加えているので、正確にいえば修正した体系論の部分集合と
いうことになる。  



8 
 

件も加わる。このため、様々な投資の意思決定を慎重に考えなければならない。

従って、投資の意思決定の重要性と将来への影響を示す観点から、行政におい

て意思決定会計という区分を敢えて設ける意味があると考える。また、財政が

厳しいことから、いかに少ない資源で戦略を実行していくことができるか、今

後は、その効果性・効率性が非常に高いレベルで求められる。このため、行政

の執行管理の重要性と専門性に焦点を当てる必要がある。従って、ここに、行

政において業績管理会計を区分することの意味も出てくると考える。  

このような意思決定会計と業績管理会計の中で、目標達成活動はどのように

位置付けられるのか。筆者は、目標達成活動は業績管理会計から原価計算を除

いたものに相当すると考えている。ただし、ここで急いで補足せねばならない

が、原価計算も中期的には目的の達成に必要な活動に入ることとなる 9。短期

的な時間軸で区分される目標達成活動には入らないと、ここでは考えたい 10。

いずれにせよ、本稿でいう目標達成活動は、業績管理会計の部分集合と位置付

けられると考えている。  

 

３  戦略の実行において重要となる点  

 戦略の実行においては、目標達成活動のような管理会計手法等を十二分に機

能させる必要がある。そのためにはいくつかの点が重要になる。ここでは、ま

ずは、PDCA サイクル、次に、カスケード（ cascade：落とし込み）、アライン

メント（ alignment：方向付け）、コミュニケーションについて述べる。  

 

（１）PDCA サイクル  

 PDCA サイクルは行政でも一般化している。大西・福元（2016b）で整理した

ように、PDCA サイクルは 2000 年頃の政策評価法の制定過程でいわれるよう

になり、2000 年代に入って経済財政諮問会議等の場でも言及され、一般的に用

                                                      
9 利益を測定できる行政組織か否かで原価計算の意味合いは変わってこよう。  
1 0 原価計算の重要性を否定するものではないが、利益を測定できない一般的な行政では
原価計算が必須であるとはいえないことも多い。  
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いられるようになっていった。  

行政実務では盲点となり易い点ではある 11が、PDCA サイクルは、そもそも

の Plan のロジックが明確でない場合には機能しにくい。PDCA サイクルで Plan

が必要不可欠な前提であることは、その誕生からも明らかである。PDCA サイ

クル自体は、図２のように戦後の品質管理活動に由来する。品質を管理するた

めには、最初に決める仕様が決定的に重要であり、仕様通りに生産し、製品を

検査するという流れになるからである。  

PDCA の元となった PDS（Plan-Do-See）が科学的管理法に由来するとの説

もある。そして、管理会計の誕生には科学的管理法が大きな役割を果たしてき

た（大西、2017a）。このため、PDCA サイクルは管理会計手法等と非常に親和

的である。管理会計手法等の実効的な活用のためには、PDCA サイクルをきち

んと回していく必要があるともいえよう。そして、PDCA サイクルをきちんと

回すためには、最初のプランニングが非常に重要になるのである。  

 

図２  PDCA サイクルの誕生  

 

（出典）大西・福元（2016b, p.7, 図表 1）より。  

 

（２）カスケード、アラインメント、コミュニケーション  

                                                      
1 1 行政実務で「PDCA サイクルを回す」という場合、成功の可否の基準すら考えずに、
取り敢えずやってみて様子を見るという意味で用いられているのではと思われる例がよ
く見受けられる。ただし、ここでは具体例は言及しない。  
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 管理会計手法等を用いつつ、戦略を組織的に実行していくためには、カスケ

ード（ cascade：落とし込み）、アラインメント（ alignment：方向付け）、コミュ

ニケーションが重要となる。それぞれに説明する。  

 カスケードとは、戦略を、業務計画等を通じて現場担当者の日々の業務に落と

し込むことをいう（伊藤 , 2014, p.4）。組織階層を順に落ちていく様子を滝

（ cascade）に見立てているのである。カスケードに際しては、目標を連鎖させ

つつ、要素分解や目的 -手段関係、因果関係仮説を考えていくこととなる 12。

このようなカスケードは自然にできることではないことから、方法論としての

管理会計手法等が重要になってくる。図 3 では、カスケードについて、組織階

層をトップからロワーマネジメントに至るタテの矢印として表現している。  

整列や一直線にすることを意味するアラインメント（alignment）とは、複数の組

織や組織構成員が同じベクトルを持つことをいう（伊藤 , 2014, p.107）。組織内

の様々な部門どうしが、あるいは、当該組織と関係先組織とが、同じ方向を向

いて仕事をすることであり、方向付けともいう。数多くの職員が同じ方向で動

くことが求められるアラインメントでは、いかに理解し易く、分かり易く示す

かが重要になる。そこで、誰もが理解し易い方法論としての管理会計手法等が

役立つ。図 3 ではアラインメントについて、トップからミドル、ロワーマネジ

メントまで同じ方向を向くという意味で 3 次元の斜めの矢印で表現している。 

 更に、戦略の策定と実行にはコミュニケーションが求められる（清水 , 2011）。実

行を想定した戦略の策定、実行の結果を受けた戦略の修正があるからである。

また、実行の各段階でも密なコミュニケーションが必要となる。図 3 では、こ

れらについて示している。  

                                                      
1 2 カスケードには 3 類型がある（大西・福元 ,  2016a）。第 1 は、要素を分解して取り出す

要素分解、第 2 に、上位の要素を目的として下位にくる手段を探していく目的 -手段関係

（「まずは目的があり、それを達成するための手段」）、第 3 に、因果関係・因果連鎖を探し

仮説を設定していく因果関係仮説（「まずは原因があり、そのあと結果がでてくる」という

関係で通常１：１の関係）である。  
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図３  組織階層とカスケード、アラインメント、コミュニケーション  

 

（出典）櫻井（2015, p.580, 図 18-5）を筆者修正。  

 

４  戦略の策定及び戦略的計画  

以下では、個別の管理会計手法等を述べる。戦略の策定及び戦略的計画、マ

ネジメントコントロール、オペレーショナルコントロール、そしていくつかの

手法を統合した手法に分類し、それぞれに個別の手法を端的に言及する。戦略

の策定及び戦略的計画では、中期計画、ロジック分析、戦略マップをあげる。  

 

（１）中期計画  

櫻井（2015, pp.155-163）によれば、企業のマネジメントでは、まず経営理念

があり、これに従って長期ビジョンが作られる。それに基づいて 3 年程度の中

期（経営）計画が作られる 13。更にこれに従って各事業年度の事業計画（利益

計画） 14が作られる。これを図示すれば図 4 の通りである。それぞれに目標値

と実績との差異が分析され、ＰＤＣＡサイクルが回っていることが多い。  

行政においても、このような中期計画に基づく行政運営は行われている。国

であれば、社会資本整備重点計画法に基づく社会資本整備重点計画等があり、

                                                      
1 3 環境変化の激しい近年では、長期経営計画は作られないことも多い。  
1 4 事業計画と利益計画は元来別であるが、同じ意味で使う企業も多い。  
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独立行政法人（中期目標管理法人）には中期計画がある。また、地方公共団体

にも基本構想や総合計画等があり、地方公営企業には 10 年程度の投資財政計

画を含む経営戦略がある。  

しかし、行政においては、これらの中期計画上の目標値と実績との差異がど

こまで分析され、PDCA サイクルが回っているのか、疑問なしとはしない。差

異を埋めるべく行われる修正行動が課題であることも多いと思われる。  

 

図４  中期計画と長期ビジョン、事業計画等との関係（イメージ）  

 

（出典）樫谷他（2016, p.9, 図表序-1）を筆者修正。  

 

（２）ロジック分析  

 戦略の策定及び戦略的計画に活用される手法として、ロジック分析に言及す

る。大西（2017a, 2018b）で述べたように、行政では収益（売上）を金額で表

示できない場合が多く、そこでは行政活動の効果を、ロジックに基づいてバー

チャル（疑似的）に測定する必要が生じる。この場合にはロジック分析も用い

られる。  

 わが国では図５のようなロジックモデル 15がしばしば言及されており、これ

が一般的に流布しているイメージである。樫谷他（2016, pp.20-21）によれば、

ロジックモデルでは全ての政策には必ず、その活動を行うことによって、どの

ような成果を生み出すのかという手段 -目的の連鎖が仮説として存在すること

を前提とする。ロジックモデルはこうした仮説を明確に示すためのツールであ

る。この手段 -目的の連鎖をセオリーと呼ぶ。  

                                                      
1 5 後述するように、本稿ではロジック分析という。  
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行政が人的・資金的資源を投入し（インプット）、その結果として財やサービ

スが算出されるまでが行政内部の事象であり、この部分の連鎖をプロセスセオ

リーと呼ぶ。そして、財やサービスの提供後から政策の効果（アウトカム）が

発現するまでの過程が行政外部の事象であり、この部分の連鎖をインパクトセ

オリーと呼ぶ。インパクトセオリーの連鎖は因果関係仮説として示されるのが

一般的であるとされる。  

 

図５  ロジックモデルの一般的なイメージ  

 
（出典）樫谷他（2016, p.21, 図表 1-1）より。  

 

 このロジックモデルは簡単明瞭である。このため、実際の行政においては、

複雑な要素を一定のパターンにはめ込むイメージが強く出てくることになる。

しかしながら、ケロッグ財団がまとめたロジックモデルのガイドラインによれ

ば実際のロジックモデルはもっと複雑であり、そこでは 3 類型に整理されてい

る（大西・日置 , 2016）。ロジックモデルの基本は、インプットからアウトカム、

インパクト 16に至る一連の出来事を「もし…ならば、どうなる」（ if-then）と

いう言葉に従って示されるとし、用途に応じて 3 類型に分けられる。具体的に

は、資金を獲得するために使われる理論タイプ、報告等の目的のために評価に

使われるアウトカムタイプ、実際のマネジメントのために使われる活動タイプ

である。それぞれに目的が違うことから、内容も少しずつ異なっており、その

使い分けが重要であるとされる。なお、これらはサイクルとなっていることが

                                                      
1 6 最終的に発現を期待する効果をインパクトという。  
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注目される。これらを図示すれば図６の通りとなる。  

 

図６  ロジックモデルの類型  

 

（出典）大西・日置（2016, p.9, 図表 6）より。  

 

 目標達成活動をまとめる本稿では、戦略の実行、即ちマネジメントが重要で

ある。本来、きちんとしたマネジメントを行うためには、活動についても多段

階で考えていかなければならない。しかし、図５で示すロジックモデルでは活

動が 1 つにまとめられており、この点が問題となる。そこで、図５のロジック

モデルとは区別する意味で、本稿ではロジック分析と呼ぶ。  

 ロジック分析では、インプットからアウトプットに至る活動が多段階に分け

られ、それぞれにその活動量が測定される。このようなロジック分析は、戦略

目標間を因果関係仮説で示す戦略マップと親和性を有すると思われる。  

 

（３）戦略マップ  

BSC（バランスト・スコアカード）を構成する手法の 1 つである戦略マップ

は戦略の記述に適する。それゆえ、戦略マップの活用は行政ではイメージし易

く、関係者間の認識を共有する観点からも効果が大きい（大西 , 2018b）。  

 戦略マップの特徴の 1 つは、戦略目標どうしの因果関係仮説である。図 7 の

戦略マップは、Southwest Airlines の業務管理の卓越という戦略を可視化した
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ものである。因果関係仮説は矢印で表記している。  

 

図７  戦略マップの例  

 

（出典）伊藤（2014, p.16, 図表 1-1）を筆者修正。  

 

なお、ここでいう因果関係は統計的な意味での厳密性をいうのではなく、事

象 X が時間の経過の中で事象 Y に先行し、事象 X が発生すると必ずあるいは

高い確率で事象 Y が観察され、時間と空間の中で X と Y が互いに密接な関係

にあるときをいう（櫻井 , 2015, p.617）。戦略マップという手法により、戦略目

標間の因果関係仮説が、時間の流れとともに表現できることになる。ここに、

戦略の記述として非常に理解し易いという戦略マップのメリットが生じる。  

 戦略マップが一要素となる BSC には、学習と成長から始まる 4 つの視点が

あるが、同時に、BSC には柔軟な側面がある。4 つの視点も適宜修正され活用

されている（大西 , 2018a）。従って、まずは BSC から戦略マップを取り出し、

戦略目標どうしの因果関係仮説を中心に理解することが可能である。戦略の実

行を考えるに当たり、まずは戦略マップにより戦略を分かり易く記述するとこ

ろから始めてはどうかと考える。  

 このように、戦略マップは戦略の記述として理解し易いことから、コミュニ
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ケーションツールとしても機能する。これにより、アラインメント（職員どう

しや複数組織間の方向付け）に効果を発揮することとなる。行政では、同じ組

織でも部門間で多職種が協働しなければならないことは多い。また、国や地方

の多くの組織や関係団体など組織の壁を越えた協力関係が求められることも多

い。戦略マップには、組織の枠を越えた関係者間での方向感のすり合わせに大

きな効果を有することが期待されるのである（大西 , 2018b）。  

 

５  マネジメントコントロール  

 マネジメントコントロールは、図 3 の組織階層でいえばミドル層をもっぱら

の対象とするものであり、戦略を日常の業務にカスケードして（落とし込んで）

いく際に中心的な役回りを演じる。戦略レベルから業務レベルにいたる目標の

連鎖の中で、ちょうど中間の位置付けとなる。以下では、予算管理、責任会計、

方針管理、目標管理、KPI、ABM（活動基準管理）、原価企画の順で述べる。  

 

（１）予算管理  

予算管理は間違いなく、管理会計論の中心の 1 つである。行政においても、

収益（売上）が金額で認識でき、利益も金額で把握できる独立行政法人や地方

公営企業などの場合は、企業と同様、目標利益の具現化としての予算管理が成

立し、重要な役回りを演じる（大西, 2017a, 2017b）。これに対して、収益や利

益が金額では把握できない行政の執行部局などの場合には、目標利益の具現化

としての予算管理は成立しない。このため、目標達成活動を考えるに当たって

は、先述のロジック分析や戦略マップ、後述の方針管理などを組み合わせて用

いることで、予算管理の機能を代替していく必要があると考える。  

以下でこれらの点を説明する（大西, 2017b）。標準的な管理会計論に従えば、

企業のマネジメントは、時間軸と組織管理軸の 2 つの視点から整理されること

が多い。時間軸の視点は、長期ビジョンから 3 年程度の中期計画、単年度の事

業計画・利益計画に展開される視点である。その後、部門別に目標利益が割り

付けられる形で予算管理が行われる。一方、組織管理軸の視点は、部門別の予
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算管理から方針管理、目標管理等の形で展開される 17。重要な点は、時間軸と

組織管理軸の交点に、目標利益の具現化としての予算管理が存在することであ

る。収益管理に重点がある管理会計手法において、予算管理は重要な位置を占

める。これを図解すれば図８の通りである。行政でも、時間軸に属する総合計

画等が定められ、組織管理軸に属する目標管理が実施されている。しかし、こ

れらの間をつなぐ予算管理は存在しないことが一般的である。即ち、行政では

予算管理がミッシングリンク（失われた環）となっている。  

 

図８  予算管理と中期計画、方針管理、目標管理の関係（イメージ）  

 
（出典）大西（2017b, p.161, 図 2）を筆者修正。  

 

このように、企業の場合には存在する予算管理という有力な管理会計手法等

が、行政の場合には存在しないことが多い。これが、行政では目標達成活動が

弱いように見える原因の 1 つであろう。  

それでは次に、予算管理のプロセスについて述べる。予算管理は、利益計画

から目標利益が割り付けられる形で、部門別に予算が定められる。予算管理の

基本は、計画、調整、統制の 3 機能にあり、計画と調整からなる予算編成プロ

セスと、統制からなる予算統制プロセスに分けられる。  

 予算編成プロセスは、予算編成方針の下、部門別予算が定められるプロセス

                                                      
1 7 重畳的に適用される場合も多い（後述）。  
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である。経営陣、予算部門、担当部門間での垂直的調整と、担当部門間での水

平的調整を経て、目標水準としての予算数値が策定される。PDCA でいえば、

Plan の部分である。  

一方、予算統制プロセスは、目標水準としての予算数値の伝達、目標への動

機づけ、責任明確化と業績評価の諸機能を有する。後述の責任会計と密接な関

係に立つ。PDCA でいえば、Check（予算実績差異分析）と Action（改善策と

その実行）の部分となる。  

 

（２）責任会計  

責任会計とは、会計を管理上の責任に結びつけ、職制上の責任者（個人）の

業績を明確に規定し、もって管理上の効果を上げるように工夫された会計制度

である（大西, 2017b） 18。責任会計は当初、原価のみに責任を負う製造部長等

の原価センターから始まり、原価に加え収益にも責任を負う事業部長等の利益

センターに、更には資本利益率（利益額／投資額）で測定・評価される投資セ

ンターに発展してきた。利益責任を負った事業部制は責任会計の 1 形態である。 

責任会計では、業績測定・評価の基礎にある最も重要な基準として、管理可

能性を位置付けており、管理可能性が責任を定義するといわれている。しかし、

行政に責任会計を機械的に適用した場合、個人責任の行き過ぎた追及、ノルマ

主義、タテ割り、行き過ぎた成果主義という弊害が生じ易い。そこで、これら

を避ける観点から、職員感情に配慮する、責任の範囲を決める際の概念を管理

可能性から拡張する、業績管理という執行プロセスの重要性を認識する、管理

会計の他の方法論と一緒に扱うといった工夫が望まれる（大西・梅田, 2018）。 

 責任会計は、図９の通り、管理会計体系論の中で位置付けられることもある。

他の管理会計手法に比べて広い概念であり、内容からしても他の方法論を用い

て責任会計を実効的にするといった使い方が自然であると思われる。  

 

                                                      
1 8 似た言葉として、受託財産の管理責任という意味の会計責任がある。  
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図９  代表的な管理会計体系論と責任会計  

 

（注）点線は管理会計に属さない部分が含まれていることを示す。  

（出典）大西・梅田（2018, p.17, 図 1）より。  

 

責任会計の議論の 1 つに MPC（micro-profit center：ミニプロフィットセン

ター）がある。これは、小集団活動をベースに、損益という業績評価活動を通

じて、組織学習活動の効果を向上させることを目的とした経営組織単位のこと

である。MPC は、従来は原価に責任を持つ原価センターを、疑似的な利益と関

係付けることにより疑似利益センターに変換する（櫻井 , 2015, pp.729-730）。

最近では、MPC としてアメーバ経営とテナント式損益管理が挙げられること

が多い。ともにわが国の現場から編み出された手法である（大西 , 2018a）。  

 

（３）方針管理  

以下では、図８の組織管理軸の視点にある方針管理と目標管理を順に言及す

る。これらは、予算管理で部門別に割り付けられた目標利益の実現のための方

策である。目標利益から方針管理、担当者レベルの目標管理という流れなどが

ある（大西 , 2017b） 19。  

 方針管理はわが国企業発の手法である。結果を重視しすぎる目標管理の問題

点を踏まえ、結果を生み出すプロセス（工程）に注目するわが国の TQC（Total 

Quality Control：全社的品質管理）の一環として、PDCA に基づく手法として

                                                      
1 9 方針管理、目標管理は、レイヤー（層）構造ではなく、重畳的な適用もあり得る。 1
つに固まっているわけではない。  
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1960 年代に誕生し、現場での活用を通じて帰納的に発展してきた。  

 方針管理では目標だけでなく、プロセスでも管理される。目標については、

目標達成度という結果による管理を行うが、これに加え、目標実現のための手

段としての方策を管理することを通じ、結果のみではなくプロセスによる管理

をも行おうというものである。  

 そして、目標と方策を組織の階層に従って展開することを方針展開といい、

目標のブレークダウン（目標の展開）と、目標から手段（方策）への展開があ

る。一般に目標が大きければ、まず目標の展開を行い、絞り込まれた目標に対

し方策を考案し、次にこの方策を目標とみなし、更にそのための方策を展開す

る。これは、図１０のように、ちょうど目的 -手段関係の連鎖の構図となる。  

 

図１０  方針管理のイメージ  

 
（出典）大西（2017b, p.165, 図 3）を筆者修正。  

 

（４）目標管理  

 目標管理は、設定した目標をどれだけ達成できたかを測定し、個人の業績を

可視化するためのツールである。わが国では 1960 年代から一般化した。これ

は、1954 年にドラッカーが自己管理による目標管理を強調したことに始まって

いる。目標管理はノルマ付けをイメージし易いが、これはドラッカーのいう自

己管理によるマネジメントとは異なる。目標管理の本来の意味と稚拙な運用に

伴う問題とは切り分けて考えるべきである（大西 , 2017b）。  

 目標管理の問題点としては、①評価者間の評価基準が不統一である、②目標
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設定や目標達成の基準が不明確である、③目標達成プロセスが軽視されている

など、いくつか指摘されている。目標管理の実施に当たっては、問題点を意識

して工夫しつつ運用することが求められる。  

 

（５）KPI 

昨今、行政でも KPI（Key Performance Indicator：成果指標、重要業績指標）

が使用されている。そこで、管理指標としての KPI を概観する（大西 , 2018b）。  

 大西・福元（2016）で整理したが、KPI は多義的ではある。しかし、現在で

は、戦略の実行プロセスにおける指標と位置付ける考え方が主流になってきて

いる。そこでは、先行指標や遅行指標（結果指標）といった指標間の関係性の

中で KPI が考えられている。論者により、先行指標→（遅行指標としての）KPI

との位置付けや、（先行指標としての）KPI→遅行指標との位置付けが見られる。

マネジメントにおいて重要なのは先行指標であるため、KPI として特に注目し

ていく観点からは、後者の位置付けが適当であると考える。  

 このように、現在、KPI は指標間の関係性の中で考えられている。その結果、

戦略目標間の因果関係仮説から考える戦略マップやロジック分析、目標を手段

たる方策で管理し、下方に展開していく方針管理などとの親和性が高まってき

ている。他の管理会計手法等との併用が適切であると考える。  

 

（６）ABM 

ABM（Activity-Based Management：活動基準管理）は、業務活動の管理を通

じてプロセスを効率化し、それにより原価を低減させていく管理会計手法であ

る。ABM は 3 つの分析から成る。まず、①記録やインタビューに基づき、付加

価値活動と非付加価値活動を識別し、後者を削減していく「活動分析」、次に、

②資源と活動、活動と製品等の間に適切な因果関係があるかどうかを分析し、

無駄の原因を排除する「原価作用因分析」 20、更に、③非付加価値活動の削減、

                                                      
2 0 作用因（ driver）は因果要因のことであり、原価作用因は「原価を発生させる要因」と
いう意味である。  
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付加価値活動の効率化等の測定を行う「業績分析」の 3 つである。このように、

ABM は、従業員の稼働時間を対象とした業務の改善そのものを対象とする 21。

ABM は、後述の事務量マネジメントとも密接に関連する。  

 

（７）原価企画  

原価は、企画・計画段階で 70～80％、設計・試作段階で 15～28％、量産段

階で 2～5％が決まるとの研究がある。そこで、わが国の製造業では製品の企画・

設計段階で原価と品質を作り込み始めた。これが原価企画であり、わが国発の

管理会計手法である。行政では中部国際空港が有名である。公共事業における

企画・設計段階など、原価企画や VE（価値工学）の思考方法を活用できる分野

は非常に多い。最近では、行政が調査等を自ら行う代わりに、企業等の実施状

況を監査するスタイルをとることも多くなってきている。そこに原価企画の考

え方が応用できると思われてならない。後述の BPR とも関連する点である。  

 大西（2017c）で述べたように、伝統的な価格決定は実際原価＋利益＝販売価

格という定め方をする。これに対して原価企画は、市場の状況から予定販売価

格を定め、そこから予定販売価格－目標利益＝許容原価という定め方をする。

そして、現行技術レベルでの成り行き原価に改善目標を加え、上記の許容原価

とすり合わせて、レベルの高い目標原価を定め、VE（価値工学）等を活用しつ

つ原価を低減させていく。原価企画は、目標原価に向け上流（企画・設計）段

階で原価を作り込むものである。  

原価企画の実際のプロセスでは VE（Value Engineering：価値工学）が活用

される。VE は、果たすべき機能とそのためのコストとの関係で価値を把握し、

組織横断的なチームにより機能分析を体系的・組織的に行うなどのシステム化

された手順により価値の向上を図る手法である。  

 

６  オペレーショナルコントロール  

                                                      
2 1 大西（ 2010, p.141）ではこの点を強調している。  
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ここでは、オペレーショナルコントロールに属すると思われる管理会計手法

等に言及する。現場の業務管理に用いられる手法が多く、管理会計以外の方法

論も含まれている。最近の働き方改革等を受けて、オペレーショナルコントロ

ールを中心に、新たな方法論が生まれてくる可能性が高いと期待されている。

以下では、TQC（全社的品質管理）、標準化とプロセス分析、リーンマネジメン

ト、TOC（制約条件の理論）、関連する重要な概念の順で述べる。  

 

（１）TQC 

大西（2017c）で述べたところであるが、TQC（Total Quality Control：全社

的品質管理）は日本的な形での改善を指向したシステムである。TQC は、①全

階層の社員及び全部門の参加を指向する全社的活動であり、②品質の管理のみ

ならず、原価管理（利益管理、価格管理）、量管理（生産量、販売量、在庫量）、

納期管理を含めて総合的に行われる。  

わが国の TQC は、①品質管理・改善のための小集団活動である QC サーク

ル活動、②トップダウン的な目標・施策の展開である方針管理、③QC 七つ道

具などの定型的な統計的手法、④QC ストーリーなどの問題解決手順、⑤教育・

訓練の重視、⑥日本科学技術連盟などの企業横断的な TQC 普及組織とその活

動、⑦デミング賞を頂点とする全国レベルから社内レベルまでの表彰制度など

の特徴を有する。  

そして、小集団活動たる QC サークル活動は TQC の一部である。QC サーク

ル活動は業務標準 22を軸に展開される。業務標準の改定を伴う改善により、も

との状態に戻ってしまう手戻りが防止できる。  

このような QC サークル活動は、行政で広く行われている事務改善活動にと

って非常に参考になる。事務改善活動において業務標準の改定を意識すること

は、当該活動が、例えば「みんなで頑張ろう！」といった単なる運動論・精神

論に陥りがちな悪弊を回避することができ、元の木阿弥になりがちな手戻りを

                                                      
2 2 工程管理ともいうが、本連載では業務標準で統一する。  
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防止する効果も有する。また、改善の種枯れの防止に向けた QC ストーリーや

QC 七つ道具などの工夫は、行政に合わせる必要はあるものの、参考になる。  

 

（２）標準化とプロセス分析  

オペレーショナルコントロールに属するもので最も重要な手法の 1 つに、標

準化とそれを基礎に組み立てられたプロセス分析がある。標準化とプロセス分

析は多くの手法の基礎にあることは注目されてよい 23。  

 

①   標準化  

大西（2017c）で述べたところであるが、テイラーの科学的管理法には、作業

標準とそれに基づく作業の標準時間の設定という標準設定の思想がある。この

標準設定の思想に基づいて、標準化が存在する。標準化は、業務処理や事務処

理の手順、マニュアルと理解すれば分かり易い。  

標準の設定によって、無駄が削減されるという効果が得られると同時に、品

質が一定となる効果も得られる。一般的に、費用の削減は品質の低下を招くと

いう理解が見られるが、標準の設定を通じて、費用の削減（効率化）と品質の

向上とを両立することができるのである。  

そして、業務標準の設定ののち、当該標準に基づいて実行され、想定結果と

実際の結果との差異が分析され、是正措置がとられるという流れとなる。標準

化を Plan とみた場合、科学的管理法には PDCA が内包されている。  

 

②  プロセス分析  

標準化を基礎に、プロセス分析（工程分析）が存在する。行政でも業務フロ

ー、事務フローという形で示されることは多い。  

プロセス分析では、業務改善のために時間配分の分析・評価が重要であり、

標準時間を分解し、価値を生み出していない時間、無駄な時間、省略可能な時

                                                      
2 3 この点を見失うと、コンサルタント等が唱導することの多いさまざまな流行に振り回
されることとなりかねない。  
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間を洗い出すことが基本になる。このプロセス分析は計数的に把握されるもの

が多く、管理会計とは非常に高い親和性を持つ。プロセス分析の上に多くの管

理会計手法が展開されるといっても過言ではない（大西 , 2017c）。  

 

（参考）BPR 

BPR（Business Process Reengineering：ビジネスプロセスリエンジニアリン

グ）は、コスト、品質、サービス、スピードといったパフォーマンス基準を劇

的に改善するために、ビジネスプロセスを根本的に考え直し、抜本的にデザイ

ンし直すことである。キーワードは、根本的、抜本的、劇的、プロセスである。  

BPR 実施の一般的ステップは、①検討（目標・目的の設定、対象範囲の確定）、

②分析（業務内容・フローや課題の把握）、③設計（方針の策定、業務フロー等

の設計）、④実施、⑤モニタリング・評価から成るとされる。また、BPR のため

の分析やその実施に当たっては、ABC や BSC などの管理会計手法を含む様々

な手法と関係付けることも可能であるとされている（大西 , 2018c）。  

ここで、改善活動と BPR の関係を述べる。視点の大小などや、組織のミドル

かロワーマネジメントかといった担い手といった点から考えると、両者は区別

されても良いように思われる。しかし、その一方で、どちらのアプローチもプ

ロセスをより良いものに移行させていく手法であり、両者の違いはそもそも相

対的なものであるとも考えられる。本稿では後者の立場をとる。  

 

（３）リーンマネジメント  

リーンマネジメントは、プロセスに焦点を当て、プロセス分析を基礎とし、

顧客にとっての価値とそれを創っていく一連の活動、換言すれば業務の流れに

着目する（大西 , 2017c）。TPS を米国流に理論化したともいわれる。その基本

的な方法論と思考は、以下の通りである。基本的な方法論は、まず活動を以下

の 3 つに分類する。①顧客価値を実際に創造している活動、②顧客価値はない

が、現状では必要な活動、③顧客価値がなく、排除可能な活動である。その上

で、無駄として、まず③、次に②の順で排除し、①のみに絞っていく。  
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そのための思考は 5 原則にまとめられている。⑴製品価値の正確な定義づけ、

⑵製品価値をもたらす一連の活動の構築、⑶当該活動のよどみのない流れの構

築、⑷顧客（川下）側の要求による生産、⑸完全性の限りなき追求である。  

 筆者がデンマークに駐在していた 2003 年から 2006 年、当地の医療機関では

リーンマネジメントが流行していた。当時の関係者（複数）によれば、リーン

は改善の元となる業務プロセスを作り出すものであり、BPR を現場レベルで展

開する場合にはリーンが必須となる。ABC（活動基準原価計算）等や BSC（バ

ランストスコアカード）とも相互に関係しており、リーンを先行させつつ併せ

て実施するのが効果的であるとの指摘があった（大西 , 2010, pp.231-232）。  

 

（４）TOC 

TOC（Theory of Constrains：制約条件の理論）は企業をシステムと考え、ス

ループット会計や改善の 5 ステップ等、いくつかの考え方から成る。ここでは、

ボトルネックへの着目と改善の 5 ステップを言及する。  

TOC では、システムには少なくとも 1 つのボトルネック（制約条件：最も弱

いところ）が存在すると考える。ボトルネックが全体の能力を決定することか

ら、システム強化のためにボトルネックに着目する。その結果、TOC は一点突

破型の革新手法であるといわれる（大西 , 2017d）。  

 ボトルネックに着目し、これをシステム全体の強化につなげる方法として、

TOC では改善の 5 ステップという方法論をとる。即ち、①ボトルネック（制約

条件）を見つける、②ボトルネックを徹底的に活用する、③ボトルネック以外

をボトルネックに従属させる、④ボトルネック自体の能力向上を図る、⑤その

結果、他の部分にボトルネックが生じるので、それを探し、同じ方策をとる。  

 

（５）関連する重要な概念  

 ここでは、目標達成活動の文脈で重要な概念をいくつか述べる。まず、平準

化、多能化、知識スパイラル、ダブルループ学習である。前 2 者は生産管理で

言及されることが多く、後 2 者は組織学習論で言及されることが多い。次に、
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ベンチマークである。もともと測量における用語であったものが、現在では経

営において一般的に使われるようになってきている。  

 平準化とは、例えば生産の平準化であれば、生産量のバラツキをなくし、販

売量に合わせて生産することである。このように、業務量のバラツキをなくし、

ムラをなくすことにより、ムダをなくしていくというものである。ムリに仕事

をこなし、業務量にムラ（凸凹）が生じ、瞬間の最大業務量に備えて準備する

ムダが生じることを避ける。ムリ、ムラ、ムダを避けるということである。  

多能工は、生産ラインでいえば前後の工程を含め、様々な工程を扱えるよう

にすることである。これにより、生産量を増やすために生産ラインのスピード

が上がる場合には単一工程に特化して担当させ、逆の場合には、生産ラインの

スピードに合わせて前後の工程を担当させ、浮いた従業員を別に活用できるこ

ととなる。行政実務でも多能化を進めることによって、繁閑調整が可能となり、

業務量の平準化も実現し易くなるという効果が得られる場合も多い。  

 知識スパイラルは、暗黙知と形式知という異なる二つの知識が渦巻き状に創造

される知識スパイラルが存在するという議論である。暗黙知には、主観的な知

（個人知）、経験知（身体）、アナログ的な知（実務）といった特徴がある。形

式知には、客観的な知（組織知）、理性知（精神）、デジタル的な知（理論）と

いった特徴がある。4 つのモードを通じ、暗黙知を形式知として共有化し、こ

れを新たな暗黙知の創造につなげていく（大西 , 2017d）。知識スパイラルによ

る現場の暗黙知の表出化が、現場の改善活動では極めて重要となる。  

 ダブルループ学習は、シングルループ学習との対比で議論されている。シング

ルループ学習は、既存の行動戦略の下、既存の方針を維持し、目的を達成する

プロセスのことである。一方、ダブルループ学習は、もたらされる結果を受け

て、行動戦略の前提となる変数や現実の世界についての仮説を含めて見直すプ

ロセスのことである。既存の行動戦略の前提を疑い、これを見直すことは、行

政でも重要である。とりわけ、現場管理者を含む管理者は、常にこの点を意識

することが望ましい（大西 , 2017d）。  

QC サークル活動のような事務改善活動はロワーマネジメントが中心で、主
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に知識スパイラルが関係する。これに対し、BPR のような活動はトップからミ

ドルマネジメントが中心で、主にダブルループ学習が関係するともいえよう。  

また、ベンチマークは、比較するために基準となるものを決めることをいう。

他の組織や従業員のベストプラクティクスを参考に比較して分析し、学んでい

こうとするものである。実際の運用にあたっては、分析と学習をいかに行うか

が盲点になり易いと思われる。  

 

７  いくつかの手法を統合した手法  

素人から見た場合の管理会計手法等についての理解の難しさは、様々な個別

の手法を組み合わせて新たな手法が出現することである。しかし、新たな手法

の出現は、様々な環境条件の下で、それぞれに工夫した結果である。このため、

今後とも、個別手法のみならず、その組み合わせによる新たな手法がでてくる

可能性はあるし、また、そうであるべきである。以下では、個別手法を統合し

た手法として順に、BSC（バランスト・スコアカード）、事務量マネジメント、

TPS（トヨタ生産方式）に言及する。  

 

（１）BSC 

BSC（Balanced Scorecard：バランスト・スコアカード）とは、戦略の策定と

実行のマネジメントシステムである（櫻井 , 2015, p.619）。戦略と管理会計は密

接な関係にある。戦略については、これまでも戦略論において様々な議論がな

されてきている。そして、戦略論に対する管理会計からの一つの答えが BSC と

されている。  

1992 年に登場した当初の BSC は、財務の視点だけでなく、顧客の視点、内

部プロセスの視点、学習と成長の視点からなる評価指標のバランスを保とうと

するところにその本質があった（伊藤 , 2014, p.14）。しかし、今日、戦略の策

定と実行のマネジメントシステムとしての BSC は、戦略を可視化する戦略マッ

プと、戦略の進捗を測定し管理するスコアカードからなる。BSC は当初、管理

するには測定しなければならないとして、業績を評価するスコアカードとして
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まず考案された。その後、測定するには記述しなければならないとして、戦略

を記述する戦略マップが考案された（伊藤 , 2014, p.15）。  

 

図１１  BSC の例  

 
（出典）大西（2018a, 図 5-2）より。  

 

 スコアカードと戦略マップからなる BSC を伊藤（2014, pp.15-18）の引用例

により概観する。図 11 の戦略マップは、Southwest Airlines の業務管理の卓越

という戦略を可視化したものである。同社は顧客にとってのコストパフォーマ

ンスの追求による利益の増大を目指しており、そのためには地上での折り返し

時間の短縮により機体数を減少させることで生産性を向上させようとしている。

そして、折り返し時間を短縮するためには主に駐機場スタッフの業務改善が求

められる。この戦略目標の因果関係を図示したものが戦略マップである。  

戦略が可視化されたら、次は、戦略が達成されたか否かを測定しなければな

らない。戦略の達成度を測定する指標がスコアカードの尺度の意味であり、具

体的な目標値とともに設定される。目標値にはそれを実現してくれる手段が必

要となる。それが戦略的実施項目である。  



30 
 

BSC では、戦略マップに記載される戦略目標どうしの関係は因果関係仮説で

結び付けられており、戦略目標と、尺度・目標値及び戦略的実施項目との間は

目的 -手段関係でつながっている。戦略的実施項目を実施することにより、目標

値が実現され、戦略目標が達成され、その結果、戦略が実行されることになる。  

 戦略の実行のためには、戦略を現場の業務にカスケードする（落とし込む）

必要がある。業務とは現場での日常的な活動のことであり、現場の業務計画に

は、定型業務と、戦略が落とし込まれた戦略的業務とが混在していることにな

る（伊藤 , 2014, pp.160-163）。  

戦略を現場の業務に落とし込むためには、方針管理や目標管理との連動が指

摘されている。BSC で定められた戦略目標の一部を、方針管理により下位組織

に展開し、最後に個人ごとの目標管理に展開される図を描いている例もある。

また、例えば、戦略目標の下に、当該戦略を成功させるために達成されなけれ

ばならない要因を CSF（ critical success factor：主要成功要因）として定め、そ

の下に将来の成果に影響を与えるパフォーマンスドライバーを設定し、更にそ

の指標として KPI がもたれ、その実現に必要な実施項目が設定されるという例

も指摘されている（大西 , 2018a）。  

 戦略の策定と実行、その業務への落とし込みについて、伊藤（和）（ 2014, 

pp.38-40）は以下のようにまとめている。まず、ミッションやビジョンから始

まる戦略を構築し、戦略マップやスコアカードを用いて戦略を企画（具現化）

し、戦略マップ等により従業員のアラインメント（方向付け）を行い、業務の

計画により現場の業務改善等に落とし込み、実施する。その上で、結果のモニ

タリングとそこからの学習を行い、戦略の検証と修正を行うという循環型のマ

ネジメントシステムが構築できると指摘する。  

 

（２）事務量マネジメント  

事務量マネジメントは、事務量の管理を中心にいくつかの手法を組み合わせ

た手法である。事務量に着目した管理会計手法はいくつか存在し、業務フロ

ー・コスト分析なども含め、行政での実践例も多い（大西 , 2018c）。  
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事務量マネジメントは、過去、ABM（Activity-Based Management：活動基

準管理）と整理されることも多かった（大西 , 2010）。しかし、ABM と解釈す

ることにより、間接費の精緻な配賦方法としてミクロの正確性を追求してきた

ABC（Activity-Based Costing：活動基準原価計算）の過去の蓄積に引きずら

れ、業務改善の視点が忘れられ易くなるという問題もあった（樫谷他 , 2016, 

pp.27-29）。本稿でも、樫谷他（2016）や大西（2018c）と同様、事務量マネ

ジメントという方法論を別に設けることとする 24。  

事務量マネジメントでは事務量の把握が重要となる。労働時間を活動別等で

把握したものが事務量である。従って、労働時間を管理するということは事務

量を管理するということになる。労働時間の効率的・効果的な活用は、事務量

の効率的・効果的な活用を意味する。  

 樫谷他（2016, pp.25-26）に基づき、事務量マネジメントの基本的なイメージ

を概観する。事務量を計数情報として把握するためには、まず、各人が従事す

る事務についての事務区分表が必要となる。大項目から詳細項目までの層構造

で考えることもできる。  

そして、それぞれの事務区分に従事した時間を記録する。これにより、事務

区分ごとに投下事務量が可視化される。時間記録では、各職員が日々、従事し

た事務を記録していく事務日誌のようなものを、多少の厳密さを欠いたとして

も記録していく必要がある。特定の時点での計測をもって代えることも考えら

れないではない。一般的に、職員 1 人の稼働日は年間 200 日、職員数が 100 人

であれば年間 2 万人日となる。これが事務区分ごとに、投下した事務量が計測

され、可視化される。投下事務量を「人日」（にんにち）と呼ぶ行政組織もある。  

日々の時間記録等により、事務量が計数（人日）として可視化され、PDCA

サイクルでマネジメントしていくことが可能となる。可視化により、無駄（か

もしれないところ）がみえてくるという効果が期待できる 25。  

                                                      
2 4 原価計算に引き寄せられないようにするためである。  
2 5 事務量マネジメントが実効的なのは、行政組織自らが管理可能な事務だけである。議
会対応のような業務は除く必要がある。  
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 事務量マネジメントにおいても、事務区分ごとに事務フローを設定し、必要

に応じ細部の作業について標準を定める必要がある。標準の改定を通じ、質の

向上とコストの低減を両立させることが可能となる。標準の改定は先述の TQC

（全社的品質管理）と関係付けられる。そして、この TQC は、暗黙知を形式知

に変換し共有し新たな知を生み出す知識スパイラル（先述）と関連が深い。  

また、業務には大小の階層があり、機能（例：マーケティングと販売）＞プ

ロセス（例：製品の販売）＞活動（例：販売の予測）＞タスク（例：提案書の

作成）に分けられる。タスクのような下位の階層では標準が重要となる。一方、

上位の階層では、プロセスに着目した BPR（先述）が重要となろう。この BPR

は、前提となる変数や現実世界の仮説を見直すダブルループ学習と関連が深い。 

 事務量マネジメントは組織戦略に基づいてなされる必要がある。この戦略で

は、因果関係仮説と目的 -手段関係が何よりも重要となる。組織戦略を策定する

に当たっては、最終的な目標となりうる指標をいくつかの指標に分解する。そ

して、因果関係仮説や目的 -手段関係を念頭において、様々な先行指標を探し出

し、相互に関係付けることが必要となろう。そこでは、戦略マップやロジック

分析、方針管理などが活用されることとなろう。  

事務区分やその事務量については、必要に応じて、それぞれに適切な指標と

関係付けることにより、組織戦略に基づいた効果的な事務量マネジメントが可

能になる。事務区分ごとの事務量は、職員一人ひとりの日々の時間記録に基づ

く場合も多い。このため、各職員の日々の事務が、組織全体の戦略と関係付け

られることになる。従って、職員のアラインメント（方向付け）が重要な論点

となるのである 26。  

 最後に、事務量のマネジメントの全体的なイメージを描いてみる（図１２）。

真ん中にあるのが事務量である。左側に、相対的にミクロとなるプロセスと事

務改善活動や BPR がある。右側に、相対的にマクロとなる組織戦略がある。事

務区分や時間記録といった事務量の管理を中心に、全体が連動していることが

                                                      
2 6 大西（ 2018c）や樫谷他（ 2016, pp.42-45）を参照のこと。  
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注目される。先述の戦略的計画、マネジメントコントロール、オペレーショナ

ルコントロールでいえば、組織戦略が戦略的計画に、事務量の管理がマネジメ

ントコントロールに、プロセスと事務改善活動や BPR がオペレーショナルコ

ントロールに当てはまることとなろう。  

 

図１２  事務量マネジメントの概念図  

 

（出典）大西（2018c, 図 7-2）より。  

 

（３）TPS 

様々な手法を統合した手法に TPS（Toyota Production System：トヨタ生産

方式）がある。以下では、TPS について述べる（大西 , 2017c）。  

TPS の究極の目的は、コスト低減による利益確保である。そこでは、作りす

ぎの無駄を排せばコストは下がるとの考えの下、以下のような流れで取り組ん

でいる。まず、ヒト、設備、在庫といった過剰な生産能力を第 1 次的無駄と考

え削減する。次に、中間製品等の作りすぎを仕事の進みすぎとし第 2 次的無駄

と考え削減する。そして、過剰な在庫を第 3 次的無駄と考え削減する。最後に、

余分な倉庫・品質管理・コンピュータ等を第 4 次的無駄と考え削減する。  

以上の第 1 次から第 4 次的無駄の削減を基本とし、そのための副次的な目標

として、①作りすぎの無駄を回避するための需要変動に適応し得る数量管理、

②不良品とそれに基因する検査工程をなくすための後（あと）工程への品質保

証、③人的資源活用の観点からの人間性の尊重、を設定する。  

そして、これらの下に、TPS では様々な方法論を一体化させている。図１３
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を参照されたい。TPS の 2 本柱は JIT（ Just In Time：ジャストインタイム）と

自働化にあるとされている。 JIT とは、生産の流れを逆の方向からみて、必要

なものを必要な時に必要な量だけ作ることである。自働化とは、不具合を監視

し、それが生じた場合には流れを止めるといった管理をするメカニズムである。 

 

図１３  TPS の全体像  

 
（出典）大西（2017c, p.115, 図 3）より。  

 

これら以外にも有名な方法論もある。例えば、かんばんは、前工程の生産等

を後工程が指示する JIT 実現の手段である。生産の平準化（先述）は、生産量

のバラツキをなくし、販売量に合わせて生産することである。多能工（先述）

は、様々な工程を扱えるようにすることである。また、同期化により前後の工

程の待ち時間をなくすことを同期化ラインという。これにより、各工程の作業

が同時に開始され同時に終了する（これで工程間の在庫がなくなる）こととな

る。リードタイムとは生産指示から完成・入荷までの時間をいう。  

このように TPS では、多くの概念・方法論が 1 つのシステムに統合され整合

的にまとめられている。この点は着目されるべきである。  

 

８  まとめ  ―戦略実行の質の向上に向けて  
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 本稿では、目標達成のためにすぐ役立つ方法論、短期的に効果をあげること

のできる管理会計手法等を目標達成活動と名付け、順次述べてきた。最後に、

本稿でまとめた目標達成活動の全体像を確認するとともに、今後は、目標達成

活動の実践を通じ、戦略実行の質の向上、そして、これを通じて、戦略策定の

質の向上も期待できることを述べる。  

 

（１）目標達成活動の全体像  

本稿で述べた通り、目標達成活動には様々な管理会計手法等が存在する。こ

れらを図にすれば図１４の通りである。行政組織の状況はそれぞれであり、そ

れに合わせて、様々な概念や方法論を複数見つけ出し、それぞれの状況に適合

させるべく、統合し整合的にまとめていくことが望まれる。  

 

図１４  目標達成活動の全体的なイメージ  

 

（注）各手法の位置付けは暫定的な整理である。  

（出典）筆者作成。  

 

（２）目標達成活動を通じた戦略実行の質の向上  

戦略の実行プロセスでは、戦略と業務の接合が非常に重要となる。そのため
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には、本稿の目標達成活動のような様々な管理会計手法等を活用しつつ、戦略

レベルから業務レベルにいたるまで、目標を連鎖させていくことが望ましい。

これにより、戦略の実行プロセスがより機能するものとなる。  

なお、現在、働き方改革がいわれ、様々な業務改革の必要性が指摘されてい

る。業務改革を生産性の向上につなげるためには、各人の業務をそれぞれの組

織の戦略と関係付ける必要があることも併せて指摘しておく必要もあろう。  

 

（３）戦略実行の質の向上から戦略策定の質の向上へ  

戦略がきちんと実行されることは、より良き戦略の策定につながる。戦略の

実行は策定された戦略の修正につながり、そこでは、手段や因果関係等を踏ま

えた実行可能性のより高い戦略が策定されるようになるからである。戦略の策

定と実行とは相互に関係しており、戦略実行の質の向上は、戦略策定の質の向

上に結び付く。戦略の実行プロセスが重要である所以である。  

本稿では、戦略の実行のための仕組み作り、実行そのものに役立つ方法論を

目標達成活動としてまとめた。行政においては、これらの方法論を参考に、今

後、戦略の実行プロセスを考えていくことが望まれる。  

以上  
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